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研究成果の概要（和文）：　第1に、タイにおけるローカル企業がより付加価値の高い日本市場への販路開拓を
実現しようとすることが、日本の中小企業のタイでの事業展開のきっかけとなる。
　第2に、日本の中小企業の海外事業活動は、1つには、産業集積内の中小企業が海外事業活動の可能性（中小企
業家が海外志向性）を得たこと、またもう1つには、自社が立地する産業集積地域の重要性を産業集積内の中小
企業があらためて認識したこと、という2つのプラスの影響を日本の産業集積にもたらす。
　第3に、日本国内外における外国人労働者の雇用が、海外事業展開および日本の組織変革の影響という一連の
プロセスをもたらす。

研究成果の概要（英文）： First, the intend for local companies in Thailand to expand to Japananese 
markets value-added gives Japanese SMEs chances to do business in Thailand.
 Second, activities of Japanese SMEs to overseas bring some two plus-effects to industrial 
agglomerations in Japan ; one is some SMEs in industrial agglomerations got the opportunities to do 
business overseas, another is some SMEs in industrial agglomerations recognize the importance of its
 agglomerations where they located.
 Finally,  employments of foreign workers in home and abroad bring the process of effects to doing 
business overseas and evoluting organizations in Japan.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
日本の産業集積地域に立地しかつ海外に

事業展開している中小企業を対象とし、「日
本中小企業のタイでの国際連携による企業
発展と国内外産業集積への影響プロセス」と
いうテーマで、科研費若手研究（B）（課題番
号 24730356）を受託し、2012～2014 年度の
約 3 年間にわたって研究を進めてきた。そこ
で次の諸点を明らかにした。 
第 1 に、進出希望先国への進出を実現する

ためには、進出先希望国の現地コミュニティ
とのつながりが構築されていることが日本
の中小企業にとって重要な要素となる。ここ
でいう現地コミュニティとは、進出希望先国
のローカルの企業ならびに現地人であり、ま
たそれらに精通あるいは密接にかかわって
いる日本企業および日本人である。 
日本のように企業規模の大きさによって

関係構築の難易度は変わらず、タイでは規模
の大きな上場企業でも技術を有する日本の
中小企業との関係構築を求めているが、日タ
イの企業同士を的確につなぎ合わせる仕掛
けが必要となる。さらに現地コミュニティと
のつながりが必要であるのは、現地の法律や
慣習を含む制度変化に日本中小企業が円滑
的に対応していくためである。海外進出がゴ
ールではなく、日本の中小企業にとって、進
出後の最低賃金の上昇やASEAN経済共同体
の形成およびメコン経済圏（GMS）の開発な
どへの対応が求められる。 
第 2 に、ローカル企業との関係構築は、中

小企業にとって日本の拠点にイノベーショ
ンをもたらす。1 つには、組織のイノベーシ
ョンである。ある大阪の中小企業では、タイ
のローカルの上場企業と国際合弁として現
地進出が決まっていく過程で、現地駐在員か
つ現地の MD として自覚をもつとともに、駐
在しない日本の社員たちも新しいことにチ
ャレンジしたり、タイ語やタイの文化・慣習
などを学習したりする意欲が高まった。 
もう 1 つは、地域のイノベーションである。
兵庫県神戸地域や大阪府八尾地域に本社を
置く中小企業がタイに進出していく過程で、
進出に必要な情報を地域のさまざまな活動
の場で共有していくにつれ、それまでまった
く海外に関心すら持たなかったような企業
までも自らも進出するという事例が見られ
た。 
 報告者は、以上のように 2012～2014 年度
にわたって科研での研究を進めてきたが、プ
ロセスの把握や仮設構築（理論化）に至らず、
各段階での現象把握に留まった。 
 
２．研究の目的 
そこで本研究では、より検討内容を絞り込

み、これまでの研究をさらに深化させていく
ことを目指すために、2015～2017 年度にわ
たって新規に科研費基盤研究（C）として「タ
イ企業との共創による日本中小企業の発展
と組織・産業集積への影響プロセスの解明」

（課題番号：15K03707）というテーマにて
研究を行っていくことにした。具体的には、
タイに進出する中小企業を対象に、次の 2 点
の課題を検討していくことにした。日本の産
業集積地域に立地し、かつタイに進出する中
小企業を対象に、1 つには、自社の発展プロ
セスの観点から、海外事業展開に伴う現地ロ
ーカル企業との関係構築とその成果を、また
もう 1 つには、その関係構築に伴う、日本の
拠点組織および立地する産業集積地域に与
える影響プロセスを明らかにし、仮説構築
（理論化）を試みること、これら 2 つを研究
目的とした。 
 
３．研究の方法 
おもに国内外におけるインタビュー調査

による質的データを基にしたケース・スタデ
ィにより検討を進めた。海外においては、研
究目的に記したタイを中心としていたが、プ
ミポン国王がご逝去された（2016 年 10 月 13
日）ことに伴い、タイでの調査を延期した影
響から、タイとの隣国であるカンボジアなど
研究拠点を広げながら調査活動を継続して
行った。 
 
４．研究成果 
①タイにおけるローカル企業が、より付加価
値の高い日本市場への販路開拓を実現し
ていくためには、日本のものづくり中小企
業の技術力を活用していくことが必要で
あるとの判断から、積極的に自身のサプラ
イヤー・システムに日本のものづくり中小
企業を参画させようとしており、これが日
本のものづくり中小企業のタイでの事業
展開のきっかけの 1つになっている。 

②日本のものづくり中小企業の海外事業活
動は、1 つには、産業集積内のものづくり
中小企業が海外事業活動の可能性（中小企
業家が海外志向性）を得たこと、またもう
1 つには、自社が立地する産業集積地域の
重要性を産業集積内のものづくり中小企
業があらためて認識したこと、という 2つ
のプラスの影響を日本の産業集積にもた
らした。 

③タイにおける最低賃金の改定と BOI(タイ
国投資委員会）による外資誘致策の転換に
ついてである。日本のものづくり中小企業
にとって、これからタイに進出しようとす
る場合には、これら 2つの制度転換につい
て適応可能な能力をもつ（発展する）中小
企業でなければならない。 

④日本国内外における外国人労働者の雇用
が、海外現地での製造拠点の設立のきっか
けとなったり、またその後の日本の組織変
革をもたらしたりするという一連の影響
プロセスをともなう。 
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